
 

 

 

 

 

 

 

 

〇「指定訪問介護」及び「介護予防・日常生活支援総合事業（第１号事業の内、介護予防訪

問介護現行相当及び生活援助型訪問サービス）」重要事項説明書 

 

１．事業者 

    ２．事業所の概要 

    ３．事業実施地域と営業時間 

    ４．職員の体制 

    ５．当事業所が提供するサービスと利用料金 

    ６．サービスの利用に関する留意事項 

    ７．苦情の受付について 

    ８．緊急時の対応について 

 

 

  

 

○個人情報使用の同意に関するお願い 

 

 

 

 

○「指定訪問介護」及び「介護予防・日常生活支援総合事業（第１号事業の内、介護予防訪

問介護現行相当及び生活援助型訪問サービス）」利用契約書 

第 1条（契約の目的） 

第 2条（契約期間） 

第 3条（訪問介護計画の決定・変更） 

第 4条（サービス内容及びその実施） 

第 5条（利用の中止、変更、追加） 

第 6条（サービス内容の変更） 

第 7条（サービス利用料金の支払い） 

第 8条（利用料金の変更） 

第 9条（事業者及びサービス従事者の義務） 

第 10条（守秘義務等） 

第 11条（訪問介護員の禁止行為） 

第 12条（損害賠償責任） 

第 13条（損害賠償がなされない場合） 

第 14条（契約の終了事由、契約終了に伴う援助） 

第 15条（契約者からの中途解約） 

第 16条（契約者からの契約解除） 

第 17条（事業者からの契約解除） 

第 18条（苦情処理） 

第 19条（協議事項） 

NPO 法人 市民生活支援センターふくしの家 

まちの移動ケアサービス・鍋島センター 



 

 

 

「指定訪問介護」及び「介護予防・日常生活支援総合事業（第１号事業の内、介護予防 

訪問介護現行相当及び生活援助型訪問サービス）」重要事項説明書 

 

当事業所はご利用者に対して「指定訪問介護」及び「介護予防・日常生活支援総合事業（第１号事業の内、介護 

予防訪問介護現行相当及び生活援助型訪問サービス）（以下、「訪問サービス」という）」を提供します。事業所 

の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明します。 

 

１．事業者 

（１）法人名         特定非営利活動法人 市民生活支援センターふくしの家 

（２）法人所在地     佐賀県佐賀市鍋島 3 丁目 3－20 

（３）電話番号       0952-36-6865 

（４）代表者氏名     理事長  江口 陽介 

（５）設立年月        平成 11 年 10 月 （任意団体 平成 8 年 5 月） 

 

２．事業の概要 

（１）事業の種類   〇指定訪問介護事業 

〇介護予防・日常生活支援総合事業（第１号事業の内、介護予防訪問介護現行相当及び生

活援助型訪問サービス）」 

（２）事業の目的    要介護状態、要支援状態等になった利用者が可能な限りその居宅において、その有する

能力に応じ、自立した日常生活を営むことができるよう、必要な日常生活上の支援を行

うことにより、利用者の社会的孤立感の解消及び心身機能の保持、向上を図ると供に利

用者の家族の身体的･精神的負担の軽減を図るものとする。 

（３）事業所の名称   まちの移動ケアサービス鍋島センター 

（４）事業所の所在地   佐賀県佐賀市鍋島三丁目 3-20 3Ｆ 

（５）電話番号        事業所  090-3737-4383 

（６）事業所長       管理者  森 由香 

（７）事業の運営方針  上記目的と併せて、利用者の人格を尊重し、常に利用者の立場に立った訪問サービスの

提供に努める。また、地域との結びつきを重視し、市町村保険者、居宅支援事業所、地

域包括支援センター、他の居宅サービス事業者、その他の保健福祉医療サービスを提供

するものと密接な連携に努める。 

  

３．事業実施地域及び営業時間 

（１）通常の事業の実施地域 佐賀市（三瀬村を除く）とする。 

（２）営業日及び営業時間      

 



 

営業日 月曜日から金曜日 

サービス提供時間帯 月～金曜日 8 時 30 分～17 時 30 分 

受付時間 月～金曜日 8 時 30 分～17 時 30 分 

 

４．職員の体制 

 当事業所では、ご利用者に対して訪問サービスを提供する職員として、以下の職種の職員を配置しています。 

<主な職員の配置状況>※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

職種 常勤 非常勤 常勤換算 指定基準 

１．事業所長（管理者） 1 名 名  1 名 

２．サービス提供責任者 1 名 名  １名以上 

３．訪問介護員（有資格者） 2.5 名以上  2.5 名以上 

※常勤換算：職員それぞれの週あたりの勤務延時間数の総数を当事業所における常勤職員の所定勤務時間数 

（例：週 40 時間）で除した数です。 

（例）週 8 時間勤務の訪問介護員が 5 名いる場合、常勤換算では、1 名（8 時間×5 名÷40 時間＝1 名）とな

ります。 

 

５．当事業所が提供する訪問サービスと利用料金 

 当事業所では、ご利用者のご家庭に訪問し、訪問サービスを提供します。当事業所が提供する訪問サービスにつ

いて、以下の 2 種類があります。 

（１）利用料金が介護保険から給付される場合 

（２）利用料金の全額をご利用者に負担いただく場合 

（１）介護保険の給付の対象となるサービス 

以下の訪問サービスについては、利用料金の一部（一割負担の方は 9 割）が介護保険から給付されます。  

 

<訪問サービスの概要と利用料金> 

○身体介護 

 入浴・排せつ・食事等の介護を行います。 

○生活援助 

 調理・洗濯・掃除・買い物等日常生活上の世話を行います。 

○通院等乗降介助 

 通院時等の乗降の介助、移動、付き添いの介助を行います。 

※ご利用者に対する具体的な訪問サービスの実施内容、実施日及び実施回数は、居宅サービス計画（ケアプラン

又は介護予防ケアプラン）がある場合には、それを踏まえた訪問介護計画に定められます。 

 

①身体介護 

・入浴介助…入浴の介助又は、入浴が困難な方は体を拭く（清拭）などします。 

・排せつ介助…排せつの介助、おむつ交換を行います。 

・食事介助…食事の介助を行います。 

・体位変換…体位の変換を行います。 

・通院介助…通院の介助を行います。 

②生活援助 

・調理…ご利用者の食事の用意を行います。（原則、ご家族の分の調理は行いません） 



 

・洗濯…ご利用者の衣類等の洗濯を行います。（原則、ご家族の分の洗濯は行いません） 

・掃除…ご利用者の居室の掃除を行います。（原則、ご利用者の居室以外の居室、庭等の敷地の掃除は行いま

せん） 

・買物…ご契約者の日常生活に必要となる物品の買い物を行います。（原則、預金・貯金の引き出しや預け入

れは行いません。） 

③通院等乗降介助 

・乗降介助…車両への乗り降り及び準備等の介助を行います。 

・通院介助…病院内等での付き添い、屋外での移動等の介助を行います。 

 ※見守りや身体に触れる介助を行いますが、あくまで転倒リスクの軽減を図るものです。 

 

＜訪問サービスの種別と利用料金＞ ※( )は 2 割。3 割負担の方は別に負担表をお渡しします。 

○訪問サービスの利用者負担金（要介護 1～5） 

                        （単位：円） 

  昼間 

（8:00～18:00） 

早朝（6:00～8:00） 

夜間（18:00～22:00） 

深夜 

（22:00～6:00） 

引き続き生活援助を

行った場合の加算 

身体介護 

 

20 分未満 

 

163（326） 204（408） 245（490） 

 

 

20 分以上 30 分未満 

 

244（488） 305（610） 366（732） 

20 分から起算し

て 25 分を増すご

とに＋65（130） 

※195 単位を限

度 

 

 

30 分以上 60 分未満 

 

387（774） 484（968） 581（1,162） 

 

60 分以上 90 分未満 

 

567（1,134） 709（1,418） 851（1,702） 

 

以降 30 分超過につ

き 

 

＋82（164） 

 

生活援助 

 

20 分以上 45 分未満 

 

179（358） 224（448） 269（538） 

 

 

45 分以上 

 

220（440） 275（550） 330（660） 

 

 

通院等の送迎、乗降車 1 回につき 

 

97（194） 121（242） 146（292） 

 

  

※別に介護輸送費がかかります。通院等乗降介助を行う場合は、介護輸送費を徴収することが義務付けられてい

ます。 



 

 ※片道一回の通院等乗降介助の場合、一割負担 97 円＋770 円（税込）の 867 円となります。以後 15 分毎 380 円

（税別）。 

 ※お迎えに行く場所までの時間が、15 分増すごとに、迎車料金 380 円が加算されます。 

 ※初回月は、初回加算 200 円が加算されます。2 ヵ月利用がない場合は、改めて当初の月に発生します。 

※ 別に、法令で定められた額の処遇改善加算が適用されます。 

 

○「介護予防訪問介護相当サービス」の利用者負担金（要支援 1、2） 

 1 月 

Ⅰ（週 1 回程度） 1,176円(2,352) 

Ⅱ（週 2 回程度） 2,349円(4,698) 

Ⅲ（週 2 回を超える程度） 3,727円(7,454) 

 ※初回加算 1 月につき 200 円 

〇「緩和した基準による訪問サービス」の利用者負担（要支援 1、2 及び事業対象者） 

 1 月 

Ⅰ（週 1 回程度） 1,000円(2,000) 

Ⅱ（週 2 回程度） 1,998円(3,996) 

Ⅲ（週 2 回を超える程度） 3,169円(6,338) 

 ※初回加算 1 月につき 170 円 

 

〇訪問サービスに関する注意事項 

※「通院等乗降介助」又は「身体介護」による通院介助の訪問サービスを利用する際に、事業所の車両を使用し

て送迎等を行う場合には、有償運送料がかかります。 

※身体介護に引き続き生活援助を行うなど、1 回の訪問介護において身体介護と生活援助が混在する場合は、25

分を単位として「身体介護」と「生活援助」を組み合わせて算定することとし、身体介護中心型に生活援助を

加算する方式によります。 

※次のような場合には、日割計算にて算定します。 

 ・月の途中に「要介護から要支援」若しくは「要支援から要介護」に変更となった場合。 

 ・月途中に「要支援 1 から要支援 2」若しくは「要支援 2 から要支援 1」に変更となった場合。 

 ・同一保険者管内で転居等により事業所を変更した場合 

※「訪問サービスに要する時間」は、その訪問サービスを実施するために国で定められた標準的な所要時間です。 

※上記訪問サービスの利用料金は、実際に訪問サービスに要した時間ではなく、訪問介護計画に基づき決定され

た訪問サービス内容を行うために標準的に必要となる時間に基づいて、介護給付費体系により計算されます。 

※平常の時間帯（午前 8 時から午後 6 時）以外の時間帯でサービスを行う場合には、次の割合で利用料金に割増

料金が加算されます。割増料金は、介護保険の支給限度額の範囲内であれば、介護保険給付の対象となります。 

・夜間（午後 6 時から午後 10 時まで） ： 25％加算 

・早朝（午前 6 時から午前 8 時まで）  ： 25％加算 

・深夜（午後 10 時から午前 6 時まで） ： 50％加算 

※2 人の訪問介護員が共同で訪問サービスを行う必要がある場合は、予めご利用者等の同意の上で、通常の利用

料金の 2 倍の料金をいただきます。 

＊2 人の訪問介護員で訪問サービスを行う場合（例） 

・体重の重い方に対する入浴介助等の重介護の訪問サービスを行う場合 

・暴力行為などが見られる方へ訪問サービスを行う場合 

※ご利用者がまだ要介護（介護予防相当の場合は要支援）認定を受けていない時に訪問サービスを提供した場合



 

には、訪問サービス利用料金の全額をいったんお支払いいただきます。要介護（介護予防相当の場合は要支援）

認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険から払い戻されます（償還払い）。但し、自立判定や申請が

なされなかった場合には全額自己負担となります。また、居宅サービス計画が作成されていない場合も償還払

いとなります。償還払いとなる場合、ご利用者が保険給付の申請を行うために必要となる事項を記載した「サ

ービス提供証明書」を交付します。 

※介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、ご利用者の負担額を変更します。 

 

（２）介護保険の給付の対象とならない訪問サービス 

介護保険の給付対象とならないサービスは、利用料金の全額か、事業所の別に定める有料サービスになります。 

<訪問サービスの概要と利用料金> 

①介護保険給付サービスの支給限度額を超える訪問サービスは１０割負担となります。 

②保険外のその他のサービス 

○介護輸送 

〇介護保険給付サービスにあてはまらない訪問介護・生活支援 

○福祉有償運送 

○福祉輸送限定（介護タクシー） 

※上記のサービスにつきましては、別紙パンフレットにてご案内します。 

※事業所においてやむを得ない事由がある場合、サービス利用料金を相当な額に変更することがあります。その

場合事前に変更の内容と変更する事由について、変更を行う前までにご説明します。 

 

（３）交通費 

通常の事業実施範囲以外の地区にお住まいの方で、当事業所の訪問サービスを利用される場合は、訪問サービ

スの提供に際し、要した交通費の実費（５キロ１００円）をいただきます。 

 

（４）利用料金のお支払い方法 

前記の料金・費用は、１か月ごとに計算し、ご請求しますので、翌月 20 日までに以下のいずれかの方法でお支払

い下さい。利用料は月末締めの翌月 20 日引き落としとなります。20 日が土日祝日の場合は、翌営業日の引き落

としとなります。訪問介護員による現金でのやりとりは行っておりませんのでご注意ください。 

※ 請求書の発行は、中旬以降の発送となり、領収書も併せて同封致しますが、お引落とし確認後の発行となり

ますので、2 月遅れになりますのでご注意下さい。（領収書の再発行は出来ませんので大切に保管して下さい） 

金融機関口座からの自動引き落とし 

  ご利用できる金融機関： 

□ 佐賀銀行    □ 郵便貯金    

※口座振替の手続きを事業所へ依頼される場合の注意点 

 ①お預かりした口座振替依頼書は、初回利用後、又は利用予定日確定後、振替 

  手続きを行います。 

 ②契約期間内にご利用がない場合は契約無効となり、お預かりした口座振替依頼 

  書、重要事項説明書当の関係書類はこちらで破棄させていただきますので予め 

  ご了承ください。 

 

 

（５）利用の中止、変更、追加 

〇利用予定日の前に、ご利用者の都合により、訪問サービスの利用を中止、変更、又は新たな訪問サービスの



 

追加が必要な場合には介護支援専門員又は事業者に申し出てください。 

〇キャンセル料は以下のとおりです。 

利用予定日の前日までに申し出があった場合 無料 

利用予定日の前日までに申し出がなかった場合 1,000 円 

※前日の場合でも、営業時間を過ぎた時間帯のご連絡はキャンセル料の対象となります。 

※キャンセルが頻回な場合は、１週間までなど算定基準の見直しとなる場合もありますのでご注意ください。 

※前日までにご連絡をいただければキャンセル料は発生しませんが、順次、予約を受け予定を組んでいますで、 

早めのご連絡をお願い致します。 

○訪問サービス利用の変更・追加の申し出に対して、訪問介護員の稼働状況により利用者の希望する期間に訪

問サービスの提供ができない場合、他の利用可能日時を利用者に提示して協議します。 

 

６．訪問サービスの利用に関する留意事項 

（１）訪問サービス提供を行う訪問介護員 

事業者は訪問サービス提供時に、担当の訪問介護員を決定します。但し、実際の訪問サービス提供にあたって

は、複数の訪問介護員が交替して訪問サービスを提供することがあります。 

 

（２）訪問介護員の交替 

 ①ご利用者からの交替の申し出 

選任された訪問介護員の交替を希望する場合には、当該訪問介護員が業務上不適当と認められる事情その他交

替を希望する理由を明らかにして、事業者に対して訪問介護員の交替を申し出ることができます。ただし、ご

利用者から特定の訪問介護員の指名はできません。 

 ②事業者からの訪問介護員の交替 

事業者の都合により、訪問介護員を交替することがあります。 

訪問介護員を交替する場合は利用者及びその家族等に対して訪問サービス利用上の不利益が生じないよう十分

に配慮するものとします。 

 

（３）訪問サービス実施時の留意事項 

①定められた業務以外の禁止 

原則として、利用者は「５．当事業所が提供する訪問サービスと利用料金」で定められたサービス以外の業務

を事業者に依頼することはできません。追加、変更等の要望がありましたら事前にご相談下さい。 

②訪問サービスの実施に関する指示・命令 

事業者は訪問サービスの実施にあたって、利用者の事情・意向等に十分に配慮した上で、訪問介護サービスの

実施に関する指示・命令はすべて事業者が行います。 

③備品等の使用 

訪問サービス実施のために必要な備品等（水道・ガス・電気等を含む）は無償で使用させていただきます。 

 

（４）訪問サービス内容の変更 

訪問サービス利用当日に、ご利用者の体調等の理由で予定されていた訪問サービスの実施ができない場合には、

訪問サービス内容の変更を行います。その場合、事業者は、変更した訪問サービスの内容と時間に応じた訪問

サービス利用料金を請求します。 

 

（５）訪問介護員の禁止行為 

訪問介護員は、ご利用者に対する訪問サービスの提供にあたって、次に該当する行為は行いません。 



 

①医療行為 

②ご利用者もしくはその家族等からの金銭又は高価な物品の授受 

③ご利用者の家族等に対する訪問介護サービスの提供 

④飲酒及びご利用者もしくはその家族等の同意なしに行う喫煙 

⑤ご利用者もしくはその家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動 

⑥その他ご利用者もしくはその家族等に行う迷惑行為 

 

（６）訪問サービス提供をお断りする場合 

以下の場合は、ご利用をお断りする事があります。ご了承下さい。 

    ①サービスの予約が多数重複し、スタッフの手配ができない等の事由で、事業所のサービス提供体制が整わな

いとき。 

    ②ご利用者の健康状態が著しく悪く、サービス利用が困難と判断される場合。ただし、病院受診などの緊急性

が高い場合等は、ご相談に応じます。 

    ③ご利用者が伝染病にかかっているとき。ただし、病院受診などの緊急性が高い場合等は。ご相談に応じます。 

        ④事業所が事故・災害等の事由で業務ができなくなったとき。 

⑤利用者が依頼する利用内容がはっきりしない、または、依頼内容が事業所の訪問サービスの力量を超える内

容のものであったとき。 

 

７．苦情の受付について  

（１）苦情の受付 

当事業所に対する苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

○苦情受付窓口（担当者）  市民生活支援センターふくしの家 

 担当者 江口 陽介 

 ○受付時間         毎週月曜日～金曜日  8：30～17：30 

 ○電話番号         事業所窓口  電話：0952-36-6865  

 

（２）苦情処理について 

   苦情受付担当者は利用者等からの苦情や要望等を随時受け付けます。その際、受理した内容を記録に残し、苦

情解決責任者及び事業者代表と充分検討の上、苦情（要望等）申し出人との話し合いによる解決、改善に努め

ます。 

 

（３）行政機関その他苦情受付機関 

佐賀中部広域連合 所在地  佐賀県佐賀市白山 2 丁目 1-12 

電話番号 0952－40－1111 

国民健康保険団体連合会 所在地  佐賀県佐賀市堀川町１番５号 

電話番号 0952－26－4302 

 

８．緊急時の対応について 

（１）利用者に対するサービスの提供により、事故などの緊急事態が発生した場合は、速やかに利用者の家族等に

連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。また、事故などが発生した後にはその原因を究明し、再発防止

のための対策を講じます。 



 

 

（２）利用者に対するサービスの提供により事故等が発生し、利用者の生命、身体、財産等に損害が発生した場合

は、不可抗力による場合又は利用者に過失が認められる場合を除いて、利用者に対して損害を賠償します。 

 

（３）事故発生時に急を要する場合は、事業者の判断により救急車を要請し、必要な措置を講じた後に、利用者の

家族等へ連絡を行います。 

 

 

○個人情報使用の同意に関するお願い 

  

事業者は契約書第 10 条に定める守秘義務を遵守します。但し、以下に記載する使用目的等に基づいて、利用者又は

そのご家族等の個人情報を必要最小限の範囲内において使用させていただく場合がありますので、その旨をご理解

頂き、以下の内容につきましてサービス担当者会議等における個人情報の使用に関する同意を頂きます。 

 

１．個人情報使用の目的及び場合 

 ①利用者に関わる介護計画を立案し、円滑にサービスが提供されるために実施されるサービス担当者会議での情

報提供のため 

 ②医療機関、介護支援専門員、介護サービス事業者、自治体等との連絡調整のため。 

 ③利用者が医療サービスの利用を希望し、主治医等の意見を求める必要のある場合。 

 ④介護事業所内におけるカンファレンスのため。 

 ⑤利用者の利用時の様子、利用の内容に関して家族等から問い合わせがあった場合。 

 ⑥上記各号に関わらず、緊急を要する時の連絡等を行う場合。 

 

２．使用にあたっての条件 

①個人情報の提供は、１．に関する目的の範囲内で必要最小限に留め、情報提供の際には関係者以外には決して

漏れることのないよう細心の注意を払うこと。 

②事業者は、個人情報を使用した会議、相手方、内容について管理しておくこと。 

 

３．使用する期間 

 利用者と事業者の間に交わされた利用契約書に定めた期間に限るものとし、利用契約が解消された後は、利用者

及びその家族等に関する個人情報の使用は一切しない。 

 

 

 

 

 

 



 

 

まちの移動ケアサービス・鍋島センター 

「指定訪問介護」及び「介護予防・日常生活支援総合事業（第１号事業の内、介護予防訪問 

介護現行相当及び緩和した基準によるもの）」利用契約書 

 

 

様（以下「利用者」）と特定非営利活動法人市民生活支援センターふくしの家（以下「事

業者」）は、利用者が事業者から提供される訪問介護及び介護予防・日常生活支援総合事業（第１号事業の内、

介護予防訪問介護現行相当及び緩和した基準によるもの）（以下、「訪問介護サービス」とする。）サービスを

受け、それに対する利用料金を支払うことについて次の通り契約（以下「本契約」）を締結します。 

 

 

第 1 条（契約の目的） 

 事業者は介護保険法令の趣旨に従い、利用者がその居宅において、その有する能力に応じ、可能な限り自立した

日常生活を営むことができるように支援することを目的として、事業者が第 4 条に定める訪問介護サービスを提供

します。 

 

第 2 条（契約期間） 

 本契約の有効期間は契約の締結日（    年  月  日）から利用者の要介護及び要支援認定の有効期間満

了日迄とし、利用者から契約終了の申し入れが無い場合には、同じ条件で自動更新とします。更新後の契約開始日

は本契約書末尾に添付します。 

 

第 3 条（訪問介護計画の作成･変更） 

 事業者はケアプランに沿って、「訪問介護計画」を作成します。その内容は利用者及びその家族等に説明し同意を

得た上で作成するものとします。また利用者等から計画の変更等の要請があったときは、可能な場合はその求めに

応じます。 

 

第 4 条（サービス内容及びその実施） 

①事業者は利用者の居宅に訪問介護員等を派遣し、「訪問介護計画」に定めるサービスを提供します。サービス内容

やサービスに係る料金等については、必要に応じて利用者やその家族等に対してわかりやすく説明します。 

②訪問介護サービスの実施に関する指示･命令は全て事業者が行います。但し、事業者はその実施にあたって利用者

の事情･意向等に十分に配慮するものとします。 

③利用者は訪問介護サービスの実施のために必要な備品等（水道･ガス･電気等）を無償で提供するものとし、その

使用を承諾するものとします。 

 

第 5 条（利用の中止、変更、追加） 

①利用者は利用期日前において、訪問介護サービスの利用中止、変更又は追加をすることができます。この場合は

サービス実施日の前日までに居宅介護支援事業所及び地域包括支援センター（以下、「居宅介護支援事業所）の担

当者（ケアマネージャー）に申し出るものとします。 

②利用者が利用の中止を申し出た場合は、重要事項説明書に定める所定の取消料を事業者にお支払い頂く場合があ

ります。 

③事業者は第 1 項に基づく利用者からのサービス利用の変更･追加の申し出に対して訪問介護員の稼動状況により

利用者の希望する期間にサービスの提供ができない場合、他の利用可能日時を提示し協議するものとします。 

 

第 6 条（サービス内容の変更） 

①事業者はサービス利用当日に利用者の体調等の理由で予定されていたサービスの実施ができない場合には居宅介

護支援事業所の担当者と協議の上、サービス内容を変更できるものとします。 

②前項の場合には、事業者は所定のサービス利用料金を請求できるものとします。 

 

第 7 条（サービス利用料金の支払い） 

①事業者は利用者が支払うべき介護保険給付サービスに要した費用について、利用者が居宅介護サービス費として

市町村から給付を受ける額（以下、介護保険給付額）の限度において、利用者に代わって市町村から支払いを受

けます。 

②利用者は第 4 条に定める、介護保険給付対象サービスについて、重要事項説明書に定める所定の料金体系に基づ

いたサービス利用料金から、介護保険給付額を差し引いた差額分（自己負担分）を事業者に支払うものとします。 



 

 
 

③利用者は第 4 条に定める、介護保険給付対象外のサービス及び実費負担を要するサービス等の提供を受ける場合

については、重要事項説明書に定める所定の料金体系に基づいたサービス利用料金を事業者に支払うものとしま

す。 

④サービス利用料金は 1 ヶ月毎に計算し、利用者はこれを翌月末日までに支払うものとします。 

 

第 8 条（利用料金の変更） 

①第 7 条に定めるサービス利用料金について、介護給付費体系の変更があった場合、事業者は当該サービスの利用

料金を変更することができるものとします。 

②第 7 条第 3 項に定めるサービス利用料金については、利用者に対して、変更を行う日の 2 か月前までに説明をし

た上で当該サービス利用料金を相当な額に変更することができます。 

③利用者は、前項の変更に同意することができない場合には本契約を解約することができます。 

 

第 9 条（事業者及びサービス従事者の義務） 

①事業者及びサービス従事者は、サービスの提供にあたって利用者の生命、身体、財産の安全・確保に配慮するも

のとします。 

②事業者は、サービスの提供にあたって、緊急時の連絡先として主治医を確認するなど、医師・医療機関への連絡

体制の確保に努めるものとします。 

③事業者は、利用者に対する訪問介護サービスの実施について記録を作成し、それを 2 年間保管し、利用者又は代

理人の請求に応じてこれを閲覧させるものとします。 

 

第 10 条（守秘義務等） 

①事業者、サービス従事者又は従業員は、訪問介護サービスを提供する上で知り得た利用者及びその家族等に関す

る事項を正当な理由なく第三者に漏洩しません。この守秘義務は本契約の終了した後も継続します。 

②事業者は利用者に医療上、緊急の必要性がある場合には医療機関等に利用者に関する心身等の情報を提供できる

ものとします。 

③利用者に係る他の居宅介護支援事業者等との連携を図るなど正当な理由がある場合には、利用者等の事前の同意

を文書により得た上で、利用者又はその家族等の個人情報を用いることができるものとします。 

 

第 11 条（訪問介護員の禁止行為） 

訪問介護員は、利用者に対する訪問介護サービスの提供にあたって、次の各号に該当する行為を行いません。 

一 医療行為（迷う場合には上位機関等へ相談します。） 

二 利用者又はその家族等からの金銭又は物品の授受 

三 利用者の家族等に対するサービスの提供 

四 飲酒及び喫煙 

五 利用者又はその家族等に対する宗教活動、政治活動、営利活動 

六 その他利用者又はその家族等に行う迷惑行為 

 

第 12 条（損害賠償責任） 

事業者は、本契約に基づくサービスの実施に伴って、自己の責に帰すべき事由により利用者に生じた損害につい

て賠償する責任を負います。 

 

第 13 条（損害賠償がなされない場合） 

事業者は、自己の責に帰すべき事由がない限り、損害賠償責任を負いません。とりわけ以下の各号に該当する場

合には、事業者は損害賠償責任を免れます。 

一 利用者が契約締結時にその心身の状況等の重要事項について故意にこれを告げず、又は不実の告知を行った

ことに起因して損害が発生した場合 

二 利用者がサービス実施のために必要な事項の聴取・確認に対して故意にこれを告げず、又は不実の告知を行

ったことに起因して損害が発生した場合 

三 利用者の急な体調の変化等、事業者が実施したサービスを原因としない事由に起因して損害が発生した場合 

四 利用者が事業者及びサービス従事者の指示・依頼に反して行った行為に起因して損害が発生した場合 

 

第 14 条（契約の終了事由、契約終了に伴う援助） 

①利用者は、以下の各号に基づく契約の終了がない限り、本契約に定めるところに従い事業者が提供するサービス

を利用することができるものとします。 

一 利用者が死亡した場合 

二 要介護認定又は要支援認定により利用者の心身の状況が自立と判定された場合   

三 事業者がやむを得ない事由により事業所を閉鎖した場合 

四 事業所が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 



 

 
 

五 第 15 条から第 17 条に基づき本契約が解約又は解除された場合 

②事業者は本契約が終了する場合には利用者の心身の状況等を勘案し、必要な援助を行うものとします。 

 

第 15 条（利用者からの中途解約） 

①利用者は本契約の有効期間中、利用者は契約終了を希望する日の前日までに事業者に通知することによって本契

約を解約することができます。 

②利用者は、以下の事項に該当する場合には、本契約を即時に解約することができます。 

一 第１４条第１項により本契約を解約する場合 

二 利用者が入院した場合   

三 利用者に係る居宅サービス計画が変更された場合 

 

第 16 条（利用者からの契約解除） 

 利用者は、事業者もしくはサービス従事者が以下の事項に該当する行為を行った場合には、本契約を解除するこ

とができます。 

一 事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定めるサービスを実施しない場合 

二 事業者もしくはサービス従事者が故意又は過失により利用者又はその家族等の身体・財産・信用等を傷つけ、

又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合 

 

第 17 条（事業者からの契約解除） 

事業者は、利用者が以下の事項に該当する場合には本契約を解除することができます。 

一 利用者が契約締結時に、その心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを告げず、又は不実の

告知などを行い、その結果、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

 

二 利用者による第 7 条に定めるサービス利用料金の支払いが 3 か月以上遅延し、相当期間を定めた催告にもか

かわらずこれが支払われない場合 

三 利用者が、故意又は重大な過失により事業者もしくはサービス従事者の生命・身体・財産・信用等を傷つけ、

又は著しい不信行為を行うことなどによって、本契約を継続し難い重大な事情を生じさせた場合 

 

第 18 条（苦情処理） 

事業者は、その提供したサービスに関する利用者等からの苦情に対して、苦情を受け付ける窓口を設置して適切

に対応するものとします。 

 

第 19 条（協議事項） 

本契約に定められていない事項について問題が生じた場合には、事業者は介護保険法その他諸法令の定めるとこ

ろに従い、利用者と誠意をもって協議するものとします。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

 

上記の重要事項及び個人情報使用の内容、契約書に関する同意を証するため、本書 2通を作成し、契約

者、事業者が記名捺印のうえ、各 1通を保有するものとします。 

 

令和   年   月   日 

 

・サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項等の説明を行いました。 

 

事業者  住所    佐賀市鍋島 3 丁目 3－ 20 

事業者名      特定非営利活動法人  市民生活支援センターふくしの家  

  代表者  氏名    理事長   江口  陽介                 ㊞  

 

・本書面に基づいて事業者から個人情報使用及び重要事項等の説明を受け、サービスの提供開始に同意

しました。 

 

利用者  住所  

      氏名                              ㊞  

  家  族  住所  

      氏名                              ㊞  

  代筆者  氏名            続柄  

  代筆の理由                               ㊞  


	１．事業者
	「指定訪問介護」及び「介護予防・日常生活支援総合事業（第１号事業の内、介護予防
	訪問介護現行相当及び生活援助型訪問サービス）」重要事項説明書
	③通院等乗降介助
	・乗降介助…車両への乗り降り及び準備等の介助を行います。
	・通院介助…病院内等での付き添い、屋外での移動等の介助を行います。
	※見守りや身体に触れる介助を行いますが、あくまで転倒リスクの軽減を図るものです。
	＜訪問サービスの種別と利用料金＞ ※(　)は2割。3割負担の方は別に負担表をお渡しします。
	○訪問サービスの利用者負担金（要介護1～5）
	（単位：円）
	８．緊急時の対応について
	（１）利用者に対するサービスの提供により、事故などの緊急事態が発生した場合は、速やかに利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。また、事故などが発生した後にはその原因を究明し、再発防止のための対策を講じます。
	（２）利用者に対するサービスの提供により事故等が発生し、利用者の生命、身体、財産等に損害が発生した場合は、不可抗力による場合又は利用者に過失が認められる場合を除いて、利用者に対して損害を賠償します。
	（３）事故発生時に急を要する場合は、事業者の判断により救急車を要請し、必要な措置を講じた後に、利用者の家族等へ連絡を行います。
	第8 条（利用料金の変更）
	第9条（事業者及びサービス従事者の義務）
	第10条（守秘義務等）
	第11条（訪問介護員の禁止行為）
	第12条（損害賠償責任）
	第13条（損害賠償がなされない場合）
	第14条（契約の終了事由、契約終了に伴う援助）
	①利用者は、以下の各号に基づく契約の終了がない限り、本契約に定めるところに従い事業者が提供するサービスを利用することができるものとします。
	②事業者は本契約が終了する場合には利用者の心身の状況等を勘案し、必要な援助を行うものとします。
	第15条（利用者からの中途解約）
	第16条（利用者からの契約解除）
	第17条（事業者からの契約解除）
	第18条（苦情処理）
	令和　　　年　　　月　　　日

